
１ 総括

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

（2）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。

２ 職員数は、２４年４月１日現在の人数である。

(3) 特記事項

高石市の給与・定員管理等について

区 分 住民基本台帳人口 歳出額 実質収支 人件費 人 件 費 率 （参考）

（24年度末） Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

3,887,873 17.1

23年度の人件費率

24年度 人 千円 千円 千円 ％ ％

18.6

区 分 職員数 給 与 費 一人当たり （参考）類似団体平均

59,047 22,663,513 322,292

Ａ 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計 Ｂ 給与費 B/A 一人当たり給与費

24年度 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

6,581 5,935354 1,430,725 343,475 555,330 2,329,530

（給与減額の状況）

国の要請等を踏まえた減額措置の取組 減 額 実 施 期 間

（ 給 料 ）

市 長 20％ の 減 額

副 市 長 15％ の 減 額

教 育 長 15％ の 減 額

部 長 級 9％ の 減 額

次 ・ 課 長 級 8％ の 減 額

課 長 代 理 級 7％ の 減 額

係 長 級 5％ の 減 額

主 任 級 4％ の 減 額

主 事 級 3～ 2％ の 減 額

平 成 24年 4月 1日 か ら 平 成 27年 3月 31日 ま で

抑 制 済 又 は 減 額 措 置 の 内 容

（ 給 料 ） H2 5 . 4 . 1ラ ス パ イ レ ス 指 数 101 . 7

参 考 値 93 . 9

1
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(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数

である。
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である。

２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したもの

である。

３ 「参考値」は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定特例法による措置が無いとした場合の値である。
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２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２５年４月１日現在）

①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

円 円

円 円

円 円

※ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成２２～２４年の３ヶ年平均）

※ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※ 年収ベースの「公務員（C）」及び「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に

支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

361,072

平均給与月額

（国ベース）

359,832

高石市 43.7 308,700 400,100 392,700

大阪府 42.9 307,317 413,633

対応する民
間の類似
職所

国 43.1
307,220

(332,446)
―

376,257
(405,463)

類似団体 42.8 325,045 388,435

-

区 分

公 務 員 民 間

高石市 48.7 28

参考

平均年齢 職員数 平均給料月額 平均給与月額（A）
平均給与月額（国

ベース）
平均年齢 平均給与月額(B A/B

339,788 401,587 394,451 - - -

うち調理員 48.5 24 338,178 396,971 391,510 - 41.3歳 270,000円 1.47

うち業務員 49.6 4 349,443 429,289 412,099 - - - -

大阪府 49.9 718 302,563 386,776 -- - -

国 49.9 3,272
272,119

(286,850) － -
309,534

(325,400) - - -

350,999 - - - -

うち業務員 6,939,691 - -

高石市

336,134

3,593,200 1.80

類似団体 49.3

うち調理員 6,450,225

区 分

参 考

年収ベース（試算値）の比較

公務員（C） 民間（D） C/D

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

6,520,139 - -

36 315,491

353,592
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③教育職(市：幼稚園）

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１ 「平均給料月額」とは、25年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべ

ての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

また、「平均給与月額(国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の

（2) 職員の初任給の状況（２５年４月１日現在）

円 円
総
合
職

円

一
般
職

円

円 円
一
般
職

円

円 円

円 円

円 円

（注）１ 高石市欄における括弧書きは、給料等の特例に関する条例による措置がないとした場合の値(減額前)である。

２ 国家公務員・大阪府欄における括弧書きは、給与改定特例法による措置がないとした場合の値(減額前)である

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２５年４月１日現在）

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

（注） 給料月額は、給料等の特例に関する条例による措置がないとした場合の値(減額前)である。

336,700

331,200

経験年数３０年

346,300

338,800

338,800

346,300

342,700

214,600

214,600

282,700

252,200

252,200

経験年数２５年

336,700

323,400

323,400

282,700

267,700

経験年数１０年 経験年数１５年

304,200

317,100

290,100

290,100

317,100

経験年数２０年

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

（国ベース）

高石市 46.8 327,550

手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

351,972 336,628

大阪府 40.8 318,978 386,721 －

大 学 卒 175,224（178,800）
173,436

(178,800)

176,938
（185,800）

163,987
（172,200）

区 分 高 石 市 大 阪 府 国

類似団体 40.5 306,506 336,303 －

技能労務職 高 校 卒 146,804（149,800）
144,530

(149,000)
－

－

短 大 卒 158,368（161,600）
171,884

(177,200)
－

高 校 卒 146,804（149,800）
140,165

(144,500)
133,418

（140,100）

（幼稚園） 短 大 卒

技能労務職 高 校 卒

高 校 卒

教 育 職
(市：幼稚園)

大 学 卒

244,900

229,300

244,900

３ 国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額(国ベース)」の括弧書きは、給与改定特例法による措置が

ないとした場合の値(減額前)である。

教 育 職 大 学 卒

区 分

一般行政職
大 学 卒

175,224（178,800）
193,709

(199,700)

一般行政職
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３ 一般行政職の級別職員数等の状況

（1) 一般行政職の級別職員数の状況（２５年４月１日現在）

（注）１ 高石市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比

7 級 参与・部長・理事
人 ％

9 4.0

6 級 次長・会計管理者・課長・参事
人 ％

40 17.6

4 級 係長・主査
人 ％

33 14.5

3 級 主任
人 ％

28 12.3

2 級 主事・技師
人 ％

19 8.4

1 級 主事・技師
人 ％

46 20.3

5 級 課長代理・主幹
人 ％

52 22.9

7級4.0% 7級4.3% 7級2.7%100%

5

（2) 昇給への勤務成績の反映状況

なし

1級20.3% 1級21.2%

1級6.6%

2級8.4% 2級3.9%

2級8.2%

3級12.3%
3級13.4% 3級33.1%

4級14.5% 4級19.5%

4級20.6%

5級22.9% 5級21.2%

5級16.7%

6級17.6% 6級16.5%
6級12.1%

7級4.0% 7級4.3% 7級2.7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成25年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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４ 職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（平成24年度）

千円 千円

（24年度支給割合） （平成24年度支給割合） （24年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（ ）月分 ）月分 （ ）月分 ）月分 （ ）月分 ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 5%～20% ・役職加算 5%～20% ・管理職加算 10%～25% ・役職加算 5%～20% ・管理職加算 10%～25%

（注） （ ）内は、再任用職員に係る支給割合である。

勤勉手当への職務記録への反映状況 なし

（2) 退職手当（２５年４月１日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2％～20％加算） 定年前早期退職特例措置（2％～20％加算）

高 石 市 大 阪 府 国

１人当たり平均支給額（24年度）
―

1,492 1,592

1.45 （0.65 1.45 （0.65 1.45

2.6 1.35 2.6

（0.65

23.03

32.83 38.955

28.7875

1.35 2.6 1.35

高 石 市 国

46.55月分

55.86 55.86 55.86月分

46.55 55.86 55.86

55.86

38.955

28.787523.03月分

32.83月分

１人当たり平均支給額 9,027千円 26,625千円

6

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、24年度に退職した職員に支給された平均額である。

(3) 地域手当（平成２５年４月１日現在）

千円

千円

％ ％

(4) 特殊勤務手当（２５年４月１日現在）

千円

円

％2.65

175,407

支給対象職員数 国の制度（支給率）

手当の種類（手当数）

支給実績（24年度決算） 139

支給対象地域

全域

8

支給率

11 全職員

職員全体に占める手当支給職員の割合（24年度）

日額 300円

日額 300円防疫作業手当 防疫作業に従事した職員 防疫作業

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

滞納等実地徴収事務手
当

市税・国民健康保険・介護保険
担当職員

市税・国民健康保険料・介護
保険料の滞納等実地徴収事
務

日額 300円

支給職員１人当たり平均支給年額（24年度決算）

清掃等作業手当

日額 200円

行路病人及び行路死亡
人の収容護送手当

生活保護担当職員
行路病人又は行路死亡人の
収容護送事務

毒物、劇物等を取り扱う作業 日額 150円

日額 300円

死獣処理作業に従事した職員 死獣処理作業

左記職員に対する支給単価

（行路病人） 日額 1,000円
（行路死亡人） 日額 2,000円

清掃等作業

害虫等駆除作業に従事した職員 害虫等駆除作業

支給職員１人当たり平均支給年額（24年度決算） 465,270

支給実績（24年度決算）

死獣処理手当

非常災害現場従事手当
風水害、地震、火災等において災
害対策、救助等の現場作業に従
事した職員

災害対策、救助等の現場作
業

清掃等作業に従事した職員

13,900

害虫等駆除作業手当

１回 300円

有害物取扱作業従事手
当

毒物、劇物等を取り扱う作業に
従事した職員

12
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(5) 時間外勤務手当

千円

円

千円

円

（6) その他の手当（２５年４月１日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

５ 特別職の報酬等の状況（２５年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

(注) １ 給料及び報酬の（ ）内は、減額措置を行う前の金額である。

２ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期

（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額である。

696,000

646,000

580,000

550,000

520,000

（870,000）

（760,000）

支 給 実 績 （ 23 年 度 普 通 会 計 決 算 ） 43,256

職員１人当たり平均支給年額（23年度普通会計決算） 112,646

支 給 実 績 （ 24 年 度 普 通 会 計 決 算 ） 34,405

職員１人当たり平均支給年額（24年度普通会計決算） 131,819

国の制
度との
異同

国の制度と 支給実績 支給職員１人当たり

手 当 名 内容及び支給単価 異なる内容 （24年度決算） 平均支給年額

（24年度決算）

扶養手当

月額

同じ
40,999 227,772

配偶者 13,000円

配偶者以外 6,500円

配偶者なし1人目 11,000円

満16歳の年度始めから満22歳

年度末までの子5,000円加算

住居手当
月額27,000円を最高支給限度額と

し、その範囲内で支給
同じ

12,755 303,690

通勤手当

○交通機関利用者

同じ

22,251 85,911

・1箇月当りの運賃相当額が55,000
円以下については、運賃相当額

・６箇月通勤定期券の価額を基礎と
する

○交通用具利用者

異なる

最高支給限
度額
24,500円
（月額）

・距離に応じて支給（月額）
最高支給限度額 26,400円

管理職手当

参与 85,000円

異なる

主幹 34,000円

57,519 586,928

部長 73,000円

理事 63,000円

次長、会計管理者 58,000円

課長 53,000円

参事 42,000円

課長代理 34,000円

区 分 給 料 月 額 等

給
料

（参考）類似団体における最高／最低額

市 長 1,000,000 440,000

副 市 長 804,000 375,000

議 長 698,000 310,000

副 議 長 620,000 245,000

560,000 222,000

議 長 （2４年度支給割合）

副 議 長 3.95

副 市 長 3.95

議 員

期
末
手
当

市 長 （2４年度支給割合）

市 長 給料月額×在職月数に100分の50を乗じて得た額

副市長

報
酬

10,214,400円 任期毎

任期毎20,880,000円

給料月額×在職月数に100分の28を乗じて得た額

議 員

退
職
手
当
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６ 職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

退職者不補充（▲5）

事務の合理化（▲1）退職者不補充（▲3）

業務増（1）

人口１万人当たり職員数 人

人）

人口１万人当たり職員数 人

人）

人口１万人当たり職員数 人

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。

２ [ ]内は、条例定数の合計である。

区 分

部 門

職 員 数 対前年
増減数

主な増減理由
平成24年 平成25年

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議 会 6 6 0

民 生 115 110 -5

総 務 80 80 0

税 務 18 18 0

衛 生 22 18 -4

労 働 2 2 0

農 水 1 2 1

商 工 2 2 0

土 木 43 43 0

計 289 281 -8
＜参考＞

47.59

（類似団体の人口１万人当たり職員数 53.82

教育部門 66 66 0 退職者不補充（▲1）

小 計 355 347 -8
＜参考＞

58.77

（類似団体の人口１万人当たり職員数 72.62

公
営
企会
業計
等部
門

水道 15 14 -1 退職者不補充（▲1）

下水道 10 7 -3 事務の合理化（▲3）

その他 18 16 -2 事務の合理化（▲2）

小 計 43 37 -6

合 計 398 384 -14

＜参考＞

[ 631 ］ [ 631 ］
65.03
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（2)年齢別職員構成の状況（２５年４月１日現在）

0

5

10

15

20

25

構成比

５年前の構成比

%

9

(3)職員数の推移

（各年４月１日現在）

（注）各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

区 分

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳

未満 23歳 27歳 35歳

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

36歳 60歳40歳 44歳 48歳 52歳

59歳

～ ～

56歳

～

計

人

39歳 43歳 47歳 51歳 55歳

人 人

以上

職員数
人 人 人 人 人

31歳

人 人 人 人人

63 851 43 40

23年 25年
過去５年間の増減数

（率）

441 11 34 39 18 32

一般行政 329 315 310 295

384

20年 21年 22年

教 育 79 77 74 67 66

公 営 企 業
63 61 55 51 37

等 会 計

24年

289

66

43

398

（-16.5％）

-26

281 -48 （-14.6％）

（-18.5％）

（-41.3％）

384 -87

-13

計 471 453 439 413

0

5

10

15

20

25

構成比

５年前の構成比

%
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７ 公営企業職員の状況
(1) 水道事業
① 職員給与費の状況
ア 決算

職員給与費 （参考）

（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費8,176千円を含まない。

（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。
２ 職員数は、平成２５年３月３１日現在の人数である。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２５年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

③ 職員の手当の状況

ア 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（24年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 5%～20% 職制上の段階、職務の級等による加算措置 5%～20%

（注） ( )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ 退職手当（２５年４月１日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2％～20％加算） 定年前早期退職特例措置（2％～20％加算）

１人当たり平均支給額 １人当たり平均支給額

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、24年度に退職した職員に支給された平均額である。

区 分 総費用 純損益又は実 総費用に占める

質収支 職員給与費比率 23年度の総費用に占

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ める職員給与費比率

24年度 千円 千円 千円 ％ ％

1,144,259 208,868 205,774 18.0 22.5

区 分 職員数 給 与 費 一人当たり 政令指定都市を除く市町村

Ａ 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計 Ｂ 給与費 B/A 一人当たり給与費

24年度 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

21 73,772 17,972 27,573 119,317 5,682 6,258

区 分 平 均 年 齢 基本給 平均月収額

高石市水道事業 44.5 327,528 447,953

団体平均（政令指定都市を除く市町村） 45.2 353,532 520,694

高石市水道事業 高石市 （一般行政職・団体平均等）

１人当たり平均支給額（24年度） １人当たり平均支給額（24年度）

1,313 1,492

（24年度支給割合）

2.6 1.35 2.6 1.35

1.45 0.65 1.45 0.65

高石市水道事業 高石市 （一般行政職・団体平均等）

55.86 55.86

23.03 28.7875 23.03 28.7875

32.83 38.955 32.83 38.955

該当者なし 25,082千円 9,027千円 26,625千円

46.55 55.86 46.55 55.86

55.86 55.86
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ウ 地域手当

（２５年４月１日現在）

千円

円

％ ％

エ 特殊勤務手当（２５年４月１日現在）

千円

円

％

オ 時間外勤務手当

千円

円

千円

円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ その他の手当（２５年４月１日現在）

配偶者以外 6,500円

配偶者なし1人目 11,000円

満16歳の年度始めから満22歳

千円 円

千円 円

千円 円

部長 73,000円

次長 58,000円

課長 53,000円

参事 42,000円

課長代理 34,000円

千円 円

支給実績（24年度決算） 8,954

支給職員１人当たり平均支給年額（24年度決算） 426,381

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

全域 11 全職員 11

支給実績（24年度決算） 4

支給職員１人当たり平均支給年額（24年度決算） 1,800

職員全体に占める手当支給職員の割合（24年度） 9.5

手当の種類（手当数） 2

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

有害物取扱作業従事手当
有害物取扱作業従事手当作業に従
事した職員

毒物・劇物等を取り扱う
作業

日額１５０円

非常災害現場従事手当

暴風、豪雨、洪水、地震その他の異
常な自然現象若しくは大規模な火
災、爆発下等において災害対策、救
助等の現場作業に従事した者又は
勤務時間外に呼び出しを受けて漏水
等の復旧作業に従事した職員

災害対策、救助等の現
場作業又は勤務時間外
に呼び出しを受けた漏
水作業等の復旧作業

日額300円

支 給 実 績 （ 23 年 度 決 算 ） 4,172

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 23 年 度 決 算 ） 166,880

支 給 実 績 （ 24 年 度 決 算 ） 4,014

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 24 年 度 決 算 ） 191,143

一般行
政職の
制度と
の異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

支給実績 支給職員１人当たり

手 当 名 内容及び支給単価 （24年度決算） 平均支給年額

（24年度決算）

扶養手当

月額

同じ
2,585 235,000

配偶者 13,000円

年度末までの子5,000円加算

住居手当
月額27,000円を最高支給限度額と
し、その範囲内で支給

同じ
0 0

通勤手当

○交通機関利用者

同じ

933 71,769

・1箇月当りの運賃相当額が55,000
円以下については、運賃相当額

・６箇月通勤定期券の価額を基礎と
する

○交通用具利用者

同じ・距離に応じて支給（月額）
最高支給限度額 26,400円

管理職手当 同じ
1,436 478,667

主幹 34,000円
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